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国民民主党 

 

緊急物価高再燃対策 

 

イラン情勢やホルムズ海峡の事実上封鎖等により、石油、電気、ガス等のエネ

ルギー価格の高騰など、国民生活や企業に大きな影響が懸念される。スタグフレ

ーション（景気後退とインフレが同時進行）を防ぐとともに、更なる物価高から

国民生活を守るため、国民民主党として、下記の即効性のある緊急物価高再燃対

策を提言する。 

 

 

即効性のある生活コスト低減策＆企業支援 

① 3 月末で終了する電気（含む高圧、特別高圧）、ガス、灯油、重油、航空機

燃料への補助延長 

② 基金残高（燃料油価格激変緩和基金）活用等によるガソリン（160 円／㍑ 

を超えた分に対して補助）、軽油、石油関連製品（オイル、潤滑油等）、農業

用肥料等への補助金導入 

③ 石炭火力発電の更なる活用、安全性が確認された原子力発電所の早期再稼

働や国による定期検査の間隔の延長等による電気料金上昇の抑制 

④ 「著しい便乗値上げ」、「恣意的な供給制限」等の監視体制強化 

⑤ 中小企業等への資金繰り支援 

  

 

  


